
© 2018 KPMG, a Hong Kong partnership and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG 
International”), a Swiss entity. © 2018 KPMG Advisory (China) Limited, a wholly foreign owned enterprise in China and a member firm of the KPMG network of independent member 
firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved. 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 

「中華人民共和国税関企業信用管理弁法」及び関連制度実施事項に関する公告（税関総署公告 2018年
第 32号） 

税関総署は 2018年 3月 3日に、「中華人民共和国税関企業信用管理弁法（税関総署令第 237号、以下「信用弁法」）」を公布
し、同年 5月 1日から施行した。同「信用管理弁法」の関連事項は次のとおりである。 

① 2018年 5月 1日以降も「税関認証企業基準（税関総署公告 2014年第 82号）」が有効なため、税関が「与信措
置」及び「税関認証企業基準」に基づき、企業の認定・審査を実施する。 

② 2018年 4月 30日以前に「中華人民共和国税関企業信用管理暫定弁法（税関総署令第 225号）」に準じて信用
喪失企業に認定された企業は、信用喪失企業の認定期間が 1年を経過、かつ管理期間中に「同信用管理暫定弁法」
第 12条の条項にも該当していない場合、税関は当該企業を一般信用企業に格上げする。 

詳細はこちらのリンクをご参照ください。 

KPMG中国は、税関企業信用管理弁法に関する税関総署令の内容について、2018年 3月 12日発行のチャイナタックスアラート（中
国税務速報）で、「認証企業が税関の企業信用管理新弁法でより多くの恩恵を特典享受」を公表しています。詳細はこちらのリンクをご
参照ください。 

税関への出入境検験検疫部門（国務院制度改革プログラム）と企業申告検査資格の統合（税関総署公
告 2018年第 28号） 

第 13回全国人民代表大会の第 1回会議で承認された「国務院制度改革プログラム」によって、今後、国家質量監督検験検疫総局の
出入境検験検疫部門が、税関総署に統合される。税関の新組織として 2018年 4月 20日から通関手続上の新たな取り組みとなるワン
ストップ対応や一括処理を担当する。同時に、税関総署は、企業の通関及び申告検査資格に対し、関連手続や業務プロセス、資格統合
の範囲を最適化し、同じく、税関が管理する既存の 71の規則に関連して調整と修正のための商品検験部門を決定した「税関総署令第
238号」を公布し、同年 5月 1日から実施する。 

詳細はこちらのリンク 1、リンク 2、リンク 3 をご参照ください。 
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医薬品輸入関税引き下げに関する国務院関税税則委員会の公告（財政部 2018年第 2号公告） 

がん患者への薬の負担を軽減し、より多くの薬を選択できるようにするため、抗がん剤を含むすべての一般医薬品、抗がん効果の高いアルカ
ロイド類の医薬品、及び実際に輸入された漢方製剤に対して、2018年 5月 1日から 0%の暫定税率を適用する。 

詳細はこちらのリンクをご参照ください。 

入国免税店管理暫定弁法補足規定の印刷・配布に関する通知（財政部 2018年第 4号公告） 

財政部は、入国免税店の健全な発展を促進するため「入国免税店管理暫定弁法（財関税〔2016〕8号）」の補足規定を公布した。 

詳細はこちらのリンクをご参照ください。 

抗がん剤の増値税政策に関する通知（財税〔2018〕47号） 

2018年 5月 1日から、増値税一般納税者が抗がん剤の生産、販売、卸売、小売を行う場合、簡易課税方式に基づく税率 3%の増値
税額を選択納付できる。輸入抗がん剤は 3%の軽減税率が適用され、輸入増値税を徴収する。 

詳細はこちらのリンクをご参照ください。 

米国原産の一部の輸入品目に対する関税特約の停止に関する通知（財政部 2018年第 13号公告） 

国務院の関税税則委員会は、米国原産の輸入品目の一部に対し、関税特約を停止することを決定した。具体的な内容は下記のとおり
である。 

一、米国原産の果物及びその他製品の 120品目に対し、関税切り下げの特約を停止し、現行の適用関税率を基に 15%の追加税率を
課すこと。 

二、米国原産の豚肉及びその他製品など 8品目に対する関税切り下げの特約を停止し、現行の適用関税率を基に 25%の追加税率を
課すこと。 

本通知は 2018年 4月 2日から実施する。詳細はこちらのリンクをご参照ください。 

米国原産の一部の輸入品目に対する追加関税に関する公告（商務部 2018年第 34号公告） 

およそ 500億米ドル（2017年の米国からの輸入総額）相当の米国原産の大豆などの農産物、自動車、化学品、航空機輸入などに対
し、税率 25%の追加関税措置を行う予定である。最終的な措置及び発効日は別途公表する。 

詳細はこちらのリンクをご参照ください。 

KPMG中国は、中国と米国間の貿易摩擦に関して 2018年 5月 8日発行のチャイナタックスアラート（中国税務速報）で、「米中貿易
摩擦の米中輸出入企業への影響」を公表しています。 

詳細はこちらのリンクをご参照ください。 
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アンチダンピング・反補助金関連規則の公布（商務部令 2018年 2、3、4号）  

商務部は、2018年 3月 14日に開催した商務部第 111回・部務会議において、「アンチダンピング・反補助金調査公聴会規則」、「アン
チダンピング・アンケート規則」、「ダンピング及びダンピング・マージンの期間内再調査規則」を可決、公布した。上述の規則は 2018年 5月
4日から施行する。 

詳細はこちらのリンク 1、リンク 2、リンク 3 をご参照ください。 

商務部、工業情報化部、国家原子力機構、税関総署、国防科工局公告 2018年第 36号 

国連安全保障理事会決議第 2375号決議を履行するため、本公告に記載された大量破壊兵器及び同運搬手段に関連した軍事転用
可能な物質及び技術、若しくは通常兵器に転用可能な民生品を北朝鮮に輸出することを禁止する。本公告は公布日から施行する。 

詳細はこちらのリンクをご参照ください。 

輸出貨物通関申告書証明綴り（輸出還付専用）の印刷発行の全面的な取り消しに関する公告（税関総
署公告 2018年第 26号） 

税関総署は、通関業務のペーパーレス化改革を更に深化させ、紙質書類の転送を減らすため、税関の輸出貨物通関申告書証明綴りの
印刷発行を全面的に取り消すことを決定した(輸出還付専用)。関連システムは 2018年 4月 30日から運用を停止する。 

詳細はこちらのリンクをご参照ください。 

越境電子商取引決済企業の登録管理の規範化に関する公告（税関総署公告 2018年第 27号） 

本公告の公布日から、越境電子商取引決済企業は登録又は情報の登録手続のための税関に関連する資格認定証を提出しなければな
らない。 

詳細はこちらのリンクをご参照ください。 

中国・パキスタン自由貿易協定の原産地電子情報ネットワーク化の関連事項に関する公告（税関総署公告
2018年第 29号） 

2018年 4月 30日（当日を含む）から、「中国・パキスタン原産地電子情報交換システム」は本格稼働し、「中国・パキスタン自由貿易
協定」に規定される原産地電子データをリアルタイムに伝送することができる。 

詳細はこちらのリンクをご参照ください。 

企業の通関書類保存要求の撤廃に関する公告（税関総署公告 2018年第 31号） 

税関総署は 2013年の第 29号公告を撤廃し、今後、企業に通関書類の保存要求を停止する。ただし、企業が既に通関書類を保存し
ている場合、保存期間中の書類は 2014年第 92号公告に準じて引き続き保管する。同公告は 2018年 6月 1日から施行する。 

詳細はこちらのリンクをご参照ください。 
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地方税関政策の最新動向 

ビジネス環境の更なる最適化と北京・天津の越境貿易の円滑化を推進するための一連の関連措置に関する
公告（2018年聯合公告第 1号、第 2号） 

北京市商務委員会、天津市港湾業務局、北京税関、天津税関、北京入国検疫検査局、天津出入国検査局は、北京・天津の越境
貿易を更に最適化するため、いくつかの具体策を共同で制定した。提案されている措置は、通関申告と検査を最適化、文書処理手続の
利便化、ペーパーレス化の普及、国際貿易の「シングルウィンドウ」の普及・応用、手続き費用と 16 の措置のリストを設定し、発表する。 

詳細はこちらのリンクをご参照ください。 
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